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○松伏町家具転倒防止器具購入費等補助金交付等に関する要綱 

平成２４年１月１３日 

告示第４号 

改正 平成２８年４月１日告示第６５号 

令和２年１２月２２日告示第１２０号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地震による家具の転倒等の被害から生命等を守るため、家具転

倒防止器具の取付けを行う町内に居住する高齢者等に対し、補助金を交付すること

等について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 家具 たんす、食器棚、書棚その他これらに類する床置き型の家具類（テ

ーブル、机、いす及び電気製品を除く。）で、地震発生時の転倒により生命に危

険を及ぼす可能性のあるものをいう。 

（２） 家具転倒防止器具 地震による家具の転倒を防止するために有効な金具等

の器具をいう。 

（３） 登録事業者 家具転倒防止器具の取付けに関し、別に定めるところにより

あらかじめ工事施工希望登録を行った事業者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げ

る要件の全てを満たす世帯の世帯主とする。 

（１） 町内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）により

町の住民基本台帳に記録されている者の世帯であること。  

（２） 次に掲げる者のみで構成される世帯であること。  

ア ６５歳以上の者 

イ １５歳未満の者 

ウ 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている

者 
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エ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７条第３項に規定する要介護者又

は同条第４項に規定する要支援者である者 

（平２８告示６５・一部改正） 

（補助対象経費等） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象者が

自ら居住する住宅の家具転倒防止器具の購入費及び設置費とする。  

２ 補助金の額は、補助対象経費の２分の１の額（１００円未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てた額）とし、補助限度額は５，０００円とする。  

３ 補助金の交付は１世帯につき１回限りとする。  

（補助金交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、松伏町家

具転倒防止器具購入費等補助金交付（家具転倒防止器具支給）申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（１） 購入し、又は設置しようとする家具転倒防止器具の仕様書及び見積書又は

領収書（単価及び数量が記載されたものに限る。）  

（２） 申請者の所有でない住宅に家具転倒防止器具を取り付けようとする場合は、

住宅の所有者の承諾書 

（補助金交付決定等） 

第６条 町長は、前条の規定による申請書の提出を受けたときは、これを審査し、補

助金の交付の可否を決定し、松伏町家具転倒防止器具購入費等補助金交付（不交付）

（家具転倒防止器具支給（不支給））決定通知書（様式第２号）により速やかに申

請者にその旨を通知するものとする。 

２ 町長は、必要があると認めるときは、補助金の交付に当たって条件を付けること

ができる。 

（補助金変更交付申請） 

第７条 申請者は、前条第１項の規定による補助金の交付決定を受けた後において、

補助事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ松伏町家具転倒防止器具購

入費等補助金変更交付（家具転倒防止器具変更支給）申請書（様式第３号）に変更

して購入し、又は設置しようとする家具転倒防止器具の仕様書及び見積書（単価及
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び数量が記載されたものに限る。）を添えて、町長に提出しなければならない。た

だし、補助金交付決定額に変動を生じない変更の場合はこの限りでない。  

（補助金変更交付決定等） 

第８条 町長は、前条の規定による申請書の提出を受けたときは、これを審査し、事

業の変更内容を適当と認めるときは、松伏町家具転倒防止器具購入費等補助金変更

交付（不交付）（家具転倒防止器具変更支給（不支給））決定通知書（様式第４号）

により速やかに申請者にその旨を通知するものとする。  

２ 町長は、必要があると認めるときは、補助金の変更交付に当たって条件を付ける

ことができる。 

（申請の取下げ） 

第９条 申請者は、自己の事情により補助事業を取り止めるときは、松伏町家具転倒

防止器具購入費等補助金交付（家具転倒防止器具支給）申請取下書（様式第５号）

を町長に提出しなければならない。 

（完了の届出） 

第１０条 第６条第１項の規定による交付決定又は第８条第１項の規定による変更交

付決定を受けた申請者は、直ちに当該決定に係る事業を実施し、当該事業が完了し

たときは松伏町家具転倒防止器具購入費等補助事業完了届（様式第６号）に次に掲

げる書類を添えて、速やかに町長に提出しなければならない。 

（１） 家具転倒防止器具の取付けに要した費用の領収書又はその写し（単価及び

数量が記載されたものに限る。） 

（２） 家具転倒防止器具の取付け前後の写真 

（補助金等の額の確定） 

第１１条 町長は、前条の規定による届出が提出されたときは、当該届出の審査及び

必要に応じて行う現地調査等により、その届出に係る補助事業の成果が交付決定等

の内容及びこれに付した条件に適合するものかどうかを調査し、適合すると認めた

ときは松伏町家具転倒防止器具購入費等補助金確定通知書（様式第７号）により申

請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 補助金の交付を請求しようとするときは、松伏町家具転倒防止器具購入費
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等補助金交付請求書（様式第８号）により請求するものとする。  

（登録事業者による家具転倒防止器具の取付け）  

第１３条 家具転倒防止器具の取付けについて、支給対象者の申請により、登録事業

者が町から支給を受けた家具転倒防止器具を使用する方法により行うことができる。

この場合にあっては、１世帯につき家具３点を限度とする。  

２ 前項の規定による取付けを受けた場合については、補助金の交付があったものと

みなす。 

（登録事業者による家具転倒防止器具の取付けに関する補助金交付申請等の規定の

準用） 

第１４条 第３条及び第５条から第１０条までの規定（第５条第１号及び第１０条第

１号を除く。）は、登録事業者による家具転倒防止器具の取付けについて準用する。

この場合において、第３条各号列記以外の部分中「補助金の交付の対象となる者（以

下「補助対象者」という。）」とあるのは「家具転倒防止器具の支給の対象となる

者（第１３条第１項において「支給対象者」という。）」と、第５条各号列記以外

の部分中「補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）」とある

のは「家具転倒防止器具の支給を受けようとする者（以下この条、第６条第１項、

第７条、第８条第１項、第９条及び第１０条において「支給申請者」という。）」

と、同条第２号中「申請者の」とあるのは「支給申請者の」と、第６条第１項中「補

助金の交付」とあるのは「家具転倒防止器具の支給」と、「申請者」とあるのは「支

給申請者」と、同条第２項中「補助金の交付」とあるのは「家具転倒防止器具の支

給」と、第７条中「申請者」とあるのは「支給申請者」と、「補助金の交付」とあ

るのは「家具転倒防止器具の支給」と、「に変更して購入し、又は設置しようとす

る家具転倒防止器具の仕様書及び見積書（単価及び数量が記載されたものに限る。）

を添えて、町長に提出しなければならない。ただし、補助金交付決定額に変動を生

じない変更の場合はこの限りではない。」とあるのは「を町長に提出しなければな

らない。」と、第８条第１項中「申請者」とあるのは「支給申請者」と、同条第２

項中「補助金の変更交付」とあるのは「家具転倒防止器具の変更支給」と、第９条

中「申請者」とあるのは「支給申請者」と、第１０条各号列記以外の部分中「交付

決定又は第８条第１項の規定による変更交付決定」とあるのは「支給決定又は第８
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条第１項の規定による変更支給決定」と、「申請者」とあるのは「支給申請者」と

読み替えるものとする。 

（補助金交付決定等の取消し） 

第１５条 町長は、補助金の支給又は家具転倒防止器具の支給を受けた者が補助金を

補助対象経費以外に使用し、又は補助金交付決定若しくは家具転倒防止器具の支給

決定に付した条件に違反したときは、補助金の交付決定又は家具転倒防止器具の支

給決定の全部若しくは一部を取り消すことができる。  

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付決定又は家具転倒防止器具の支給決定を

取り消した場合であって、既に補助金の交付又は家具転倒防止器具の支給を行って

いるときは、当該補助金又は支給した家具転倒防止器具の返還を命じ、松伏町家具

転倒防止器具購入費等補助金交付（家具転倒防止器具支給）決定取消（返還命令）

通知書（様式第９号）により通知するものとする。  

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。  

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第６５号） 

この告示は、公布日から施行する。 

附 則（令和２年告示第１２０号） 

１ この告示は、令和３年１月１日から施行する。  

２ 改正前の松伏町家具転倒防止器具購入費等補助金交付等に関する要綱に定める様

式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。  
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様式第１号（第５条関係） 

（平２８告示６５・全改、令２告示１２０・一部改正）  

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第１０条関係） 

様式第７号（第１１条関係） 

様式第８号（第１２条関係） 

様式第９号（第１５条関係） 

 


